
 
 

事 務 連 絡 
令和８年８月３日  

 
各都道府県教育委員会担当事務主管課 
各指定都市教育委員会担当事務主管課 
各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 
各都道府県スポーツ・文化行政担当課 

各指定都市スポーツ・文化行政担当課 
構造改革特別区域法第12 条第１項の認定を受けた     
各地方公共団体の学校設置会社担当課   御中 
各 国 公 立 大 学 法 人 担 当 課 
独立行政法人国立高等専門学校機構担当課  
高等専門学校を設置する各公立大学法人担当課  
各文部科学大臣所轄学校法人担当課 
大学を設置する各学校設置会社担当課 
厚生労働省医政局医療経営支援課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  
 
 

文部科学省総合教育政策局政策課 

 

こども性暴力防止法の施行に向けた義務事業者用施行準備ガイド資料 

及び広報啓発資料等について（周知） 

 

 

学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のため

の措置に関する法律（以下「こども性暴力防止法」という。）は本年 12月 25日施行

であり、各学校設置者等において、施行に向けた準備を進めていく必要がありま

す。 

このたび、こども家庭庁から各都道府県知事等に対し、別添 1・２のとおり、こど

も性暴力防止法の施行に向けた義務事業者用の施行準備ガイド資料や広報啓発資料

等が通知されたので、お知らせします。 

別添１は、学校設置者等の義務事業者が、施行までに最低限対応する必要のある

事項をわかりやすくまとめたガイドに関するものです。こども性暴力防止法の施行

に向けて、内容をしっかり把握するため、積極的にご活用ください。 

別添２の「一般の方向けリーフレット」は、児童対象性暴力等の未然防止のため

に保護者に向けて本制度を周知することを目的としています。各学校設置者におか

れては、学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等

こども家庭庁が、こども性暴力防止法の施行に向けた義務事業者用施行準備ガイド資料
や広報啓発資料等を作成しましたので、お知らせします。 
なお、本件の周知については、令和８年熊本地震の状況に鑑み、発出時期を学校等に負
担のない時期に設定するなど、工夫いただいて差し支えありません。 



のための措置に関する法律施行規則（令和７年内閣府令第 104号）において、従事

者が児童対象性暴力等の疑いを把握した場合の報告ルールや報告後の対応ルールを

策定すること、相談員の選任又は相談窓口の設置を行うこと、相談窓口を、児童等

及び児童等の保護者に対して周知しなければならないことを踏まえ、例えば、当該

ルールや相談窓口等を保護者に周知する際に併せて当該リーフレットを活用するな

ど、各学校設置者の実情に応じて周知いただきますよう、お願いいたします。 

なお、本リーフレットを学校経由で保護者に周知する等、所管の学校にも周知を

する場合は、学校における働き方改革の観点から、周知の範囲及び方法について

は、例えば、他の案件とまとめて周知したり教育委員会等主催の教員研修の場で配

布したりするなど、必要に応じて御判断いただきますよう、お願い申し上げます。 

 

つきましては、各都道府県教育委員会担当事務主管課等におかれては、以下に掲

げる表のとおりこれらを周知いただくようお願いします。なお、本件の周知につい

ては、令和８年熊本地震の状況に鑑み、発出時期を学校等に負担のない時期に設定

するなど、工夫いただいて差し支えありません。 

 

（参考）義務事業者用準備ガイド（Ver.1.0） 

本体： 

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8

0127231-8582-476e-a6e7-9347e725ed96/a6d2f059/20260722_policies_child-

safety_efforts_koseibouhou_67.pdf 

参考資料： 

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/8

0127231-8582-476e-a6e7-9347e725ed96/5d456ef9/20260717_policies_child-

safety_efforts_koseibouhou_63.pdf 

 

【別添資料一覧】 

別添１ こども性暴力防止法の施行に向けた義務事業者用施行準備ガイド資料の周

知及び円滑な施行に向けた対応について（依頼）（令和８年７月 17日付けこ

ども家庭庁支援局長通知） 

別添２ こども性暴力防止法の施行に向けたキャラクター策定・広報啓発資料の周

知依頼について（令和８年７月 17日付けこども家庭庁支援局長通知） 

 

 

 

  

【こども性暴力防止法に関するこども家庭庁のお問い合わせ窓口】 
専用ダイヤル：03－5357－1146（受付時間：平日 9 時 00 分から 17

時 00 分まで（年末年始を除く）） 
問い合わせフォーム： 
https://ssl.form-mailer.jp/fms/85b61250877898 
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【本事務連絡全体に関することについて】 
文部科学省総合教育政策局政策課企画調整係 
電 話：03-5253-4111（内線：2641） 
Ｅ－mail：soseisk@mext.go.jp 

※法に関する問い合わせは上記の窓口に、個別の問い合わせは以下の各
校種の各担当部署に、それぞれお問い合わせ願います。 

 
【公立学校について】 
文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課教育公務員係 
電 話：03-5253-4111（内線 2588） 
Ｅ－mail：syoto@mext.go.jp 

 
【私立学校について】 
文部科学省高等教育局私学部私学行政課法規係、企画係 
 電 話：03-5253-4111（内線 2532） 
 E-mail：sigakugy@mext.go.jp 

 
【国立大学法人について】 
（国立大学法人が設置する附属学校に関することについて） 
文部科学省高等教育局専門教育課教員養成企画室教育大学係 
 電 話：03-5253-4111（内線：3498） 
 E-mail：kyoin-y@mext.go.jp 
 
（その他国立大学法人一般に関することについて） 
文部科学省高等教育局国立大学法人支援課法規係 
 電 話：03-5253-4111（内線：3760） 
 E-mail：hojinka@mext.go.jp 
 
【公立大学法人及び公立大学法人が設置する附属学校について】 
文部科学省高等教育局大学振興課公立大学係 
 電 話：03-5253-4111（内線：3370） 
 E-mail：daigakuc@mext.go.jp 

 
【高等専門学校について】 
文部科学省高等教育局専門教育課高等専門学校第一係 
電 話：03-5253-4111（内線：3347） 
E-mail：senmon@mext.go.jp 

※高等専門学校を設置する公立大学法人、学校法人に関することについ
ては各法人の担当部署にお問い合わせ願います。 

 
【専修学校・各種学校について】 
文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課専修学校教育振興室第一係 
電 話：03-5253-4111（内線：2915） 
Ｅ－mail：syosensy@mext.go.jp 

 
【文化関係団体について】 
文化庁（総合調整担当） 
電 話：03-5253-4111（内線：2896） 
Ｅ－mail：s-kikaku@mext.go.jp 

 
【スポーツ関係団体について】 
スポーツ庁政策課企画係 
電 話：03-5253-4111（内線：3780） 
Ｅ－mail：sseisaku@mext.go.jp 
 

【社会教育関係団体について】 
文部科学省総合教育政策局地域学習推進課法規係 
電 話：03-5253-4111（内線：2973） 
Ｅ－mail：houki@mext.go.jp 
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宛先 周知先 

各都道府県教育委員会担当事務主管課 各学校（専修学校及び各種学校を含む。）を設

置する域内の市（指定都市を除く。）区町村教

育委員会担当課（スポーツ・文化行政担当課

を含む。） 

各都道府県私立学校主管部課 所轄の学校法人（私立学校法（昭和 24年法律

第 270 号）第 152条第５項の法人を含む。）及

び学校（専修学校及び各種学校を含む。） 

各都道府県スポーツ・文化行政担当課 域内の市（指定都市を除く。）町村スポーツ・

文化行政担当課 

構造改革特別区域法第 12 条第１項の認

定を受けた各地方公共団体の学校設置会

社担当課 

所轄の学校設置会社及び学校 

各国公立大学法人担当課 

独立行政法人国立高等専門学校機構担当

課 

高等専門学校を設置する各公立大学法人

担当課 

各文部科学大臣所轄学校法人担当課 
大学を設置する各学校設置会社担当課 

設置する学校（大学並びに専修学校及び各種

学校を含む。） 

厚生労働省医政局医療経営支援課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

企画課 

所管の専修学校 



こ 支 性 第 ８ １ 号 

令和８年７月１７日 

各 殿 

こども家庭庁支援局長 

こども性暴力防止法の施行に向けた義務事業者用施行準備ガイド資料の周知

及び円滑な施行に向けた対応について（依頼） 

 令和６年６月に成立した学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象

性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第 69 号。以下「法」と

いう。）は、本年 12 月 25 日に施行されます。 

法の施行まで半年を切る中で、特に施行後に法令に基づく取組が義務となる学校設

置者等（義務事業者）において、必要な準備を早期に進めることが重要です。 

このため、今般義務事業者が円滑に準備を進めることができるよう、施行までに最

低限対応する必要のある事項について、わかりやすくまとめたガイドとなる資料を作

成しました。 

各都道府県、指定都市並びに中核市におかれては、義務事業者における対応が円滑

に進むよう、本資料を周知いただくとともに、特に公立の施設については、各地方公

共団体（（教育員会、、施設管 の担当部局）に法令に基づく措置の実施の義務があり

ますので、早期の対応をお願いします。 

あわせて、 内全体の準備が円滑に進むような支援、体制整備等について、別添の

事項についても対応の検討をお願いします。 

各都道府県におかれては、本通知の内容について、 内の市区町村に対して周知を

いただくようお願いします。 

記 

こども性暴力防止法の施行に向けた義務事業者用準備ガイドの掲載先は、以下のとおり。 

【資料掲載先】 

https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety/efforts/koseibouhou 

以上 

別添１



こども性暴力防止法の施行（本年12月25日）に向けたお願い

はん
た ん と
う

たんとう
〇 こども性暴力防止法は本年１２月２５日施行であり、施行まで半年を切りました。施行に向けて、
準備を加速する必要があります。学校、保育所等の義務対象事業について、施行後、法令に基づく措
置を適切に実施するため、早期の対応をいただくとともに、以下の事項についても対応の検討をお願
いします。

（管内全体の準備のサポート）
・ 例えば法に基づく研修について、各地方公共団体において企画し、公立の施設の従事者だけでなく、
民間の事業者で働く従事者に参加を呼びかける等、民間の事業者含め管内全体の準備が円滑に進むよ
うにご支援をお願いします。

・ また、法は児童が利用する幅広い施設が対象であり、公立の施設の従事者の人事・労務管理や、犯
罪事実確認に関して戸籍事務も関係するなど、地方公共団体内でも広く所管がまたがるところ、例え
ば、法の施行に向けてこうした関係部局を横断するチームを設置するなど、関係者間の連携を強化し、
管内全体の準備が円滑に進むような体制整備もお願いします。

（条例改正の検討）
・ 監督等に関し、対象となる各事業の運営等基準を改正しているため（※）、これらの基準に従い定
める各地方公共団体の条例についても、改正の検討をお願いします。

（※）学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律施行規則（令和７年内閣府令第
104号）附則第７条から第11条まで

〇 こどもへの性暴力根絶に向け、国として最大限支援してまいります。各地方公共団体においても、
積極的な取組をお願いします。

別添



こ 支 性 第 7 8 号  

令和８年７月 17日 

各 殿 

こども家庭庁支援局長 

こども性暴力防止法の施行に向けたキャラクター策定・広報啓発資料の

周知依頼について 

 令和６年６月に成立した学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象

性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第 69号。以下「法」と

いう。）は、本年 12月 25日に施行されます。 

法の施行まで半年を切り、必要な周知・広報を一層進める観点から、今般、新た

にリーフレットを作成いたしました。本リーフレットは、保護者をはじめとする一

般の方には、こどもを性暴力から守るためにできる取組への理解を深めていただく

こと、対象事業者・従事者には法により求められる対応や留意事項への理解を深め

ていただくことを目的としています。 

さらに、法の対象事業を行っている施設、自治体、その他の公共施設等に掲示い

ただき、制度の開始とその趣旨をお知らせするポスターも制作しました。これら

は、こども家庭庁のウェブサイトにも掲載しています。 

なお、今般法の対象事業者が表示することができる「事業者マーク」（通称「こま

もろうマーク」）の中で描かれているフクロウのキャラクター「こまもろう」を法の

公式キャラクターとして位置づけ、本リーフレットやポスターにおいて活用してい

ます。本キャラクターは今後、法の周知・広報に積極的に活用していくこととして

おり、今後、各自治体や事業者が法についての周知・広報を行う際にも、利用する

ことが可能です。 

 各都道府県並びに指定都市及び中核市におかれては、下記に掲げる対象ごとに作

成した別添の周知資料について、学校教育、児童福祉、こどもの居場所、学習塾、

社会教育、スポーツ、文化芸術、その他の習いごと等、児童等を対象とする施設・

事業に関連する関係団体、事業者等に対して、幅広く周知いただくとともに、各都

道府県におかれては管内の市区町村に対し、周知いただくようお願いします。な

お、一部の関係団体等には、別途関係省庁に周知を依頼するため、重複して本周知

が届く可能性がある旨念のため申し添えます。 

  記 

別添２



 

１ 一般の方向けリーフレット（別添１） 

   保護者をはじめとする一般の方向けに、こどもを性暴力から守るために日頃から

心がけるべきことや、こどもから性被害の相談を受けた時の対応等をまとめたも

の。 

 

２ 事業者向けリーフレット（別添２） 

制度の対象事業者向けに、法施行後に求められる対応や、法の認定を受けるこ

とによるメリット等をまとめたもの。 

 

３ 従事者向けリーフレット（別添３） 

制度の対象従事者向けに、こどもに対する性暴力の特性等、こどもと接する業

務に従事する上で求められる対応や留意事項等についてまとめたもの。 

 

４ ポスター（別添４） 

公式キャラクター「こまもろう」を活かしたデザインで、法の開始やその趣旨 

の周知を目的としたもの。学校や保育所等、法の対象事業を行っている施設、

自治体、その他の公共施設に掲示していただくことを想定したもの。 

 

 ※ キャラクターについては、今後、当庁ホームページにおいてデータや利用

手引きの掲載を予定していますが、早期に必要な場合については、下記連

絡先までお問い合わせをお願いいたします。 

 

  上記周知資料はこども家庭庁ウェブサイトに掲載されています。同ウェブサイ

トに掲載されている既存の動画およびリーフレットも併せてご活用ください。 

  （こども家庭庁ウェブサイト） 

 https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety/efforts/koseibouhou 

 

 

 

 
【問合せ先】 

こども家庭庁支援局 

参事官（こども性暴力防止担当） 

Mail：comamorou.kouhou@cfa.go.jp 

T E L：03-6858-0195 

 

https://www.cfa.go.jp/policies/child-safety/efforts/koseibouhou
mailto:comamorou.kouhou@cfa.go.jp
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